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抄録
本稿はICTの発展に伴って生じた「顧客共創型ビジネス」を分析するフレームワーク
として、ビジネス・アーキテクチャ論を「顧客」の視点から再検討したものである。
顧客アーキテクチャでは、企業外メンバーによるコミュニティをコンポーネントと見
なした上で、企業が直接的に提供あるいはコントロールする個人間/コミュニティ間
のインターフェイス部分に着目する。また、当該フレームワークは組織アーキテクチャ
に依存しないという観点から、既存のビジネス・アーキテクチャ論を補完することが
できる。
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１． はじめに
　ピア・プロダクションやマス・コラボレーションの概念に代表されるように、
オンラインを通した大規模な情報共有および創造活動はもはや当たり前のことと
なった。様々な FOSS(Free/Open Source Software) の開発、動画共有サイトや
SNS、クラウドソーシング・プロジェクト等を含め、近年における経営上の価値
創出の形は多様化の一途を辿っている 1) ( 蒋 ,2018a)。
　これら不特定多数のユーザーを巻き込む価値創出プロセスでは、バリュー・
チェーンはプラットフォーム企業や関連組織内に収まらず、企業組織から外に飛
び出し、市場に存在する顧客や直接的な金銭のやり取りをしないユーザーの中に
伸びている。顧客またはユーザーは単なる価値の享受者にとどまらず、自ら価値
創出を行い、その価値をまた別の顧客や企業に供給することができる存在となっ
ている。
　こうしたビジネス・モデルを議論する際、従来の「全ての価値創造が企業とそ
の関連会社によって行われる」ことを暗黙の前提とした既存理論は、必ずしも適
切ではなくなった (e.g., Bruns, 2008; Tapscott and Williams, 2008; Malone et 
al., 2009)。オンライン・コミュニティはこれまで理論化されていなかった方法
で、比類のない規模と範囲でナレッジ・コラボレーションが発生する仮想組織形
態となり (Faraj et al., 2011)、目まぐるしく変化する価値創造プロセスにおいて
は、それらを俯瞰的に分析できるような汎用性のある戦略的フレームワークは見
当たらない。
　本稿では企業組織外メンバー（顧客、ユーザー）を中心に価値創出が行われる
ビジネスに対して、それらを俯瞰的に分析可能なフレームワークとして、あえて
アーキテクチャ論 (Ulrich, 1995; Baldwin & Clark, 2000; 藤本他 ,2001) という
既存の枠組みを再検討する。
２. アーキテクチャ論
2.1 製品アーキテクチャ
　アーキテクチャ論は本来、製品における物理的な構成要素に対する製品機能の
割り当てに関する体系（スキーム）であり (Ulrich, 1995)、製品アーキテクチャ
のことを指す製品設計の基本思想でもある。Ulrich(1995) は製品アーキテクチャ
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の概念を①機能要素の配列、②機能要素の物理構成に対する配置、③物理構成間
の接触面（インターフェイス）という 3 つの視点に分けて定義している。インター
フェイスとはコンポーネント間の接触面であり、情報やエネルギーを交換する「継
ぎ手」の部分として、この部分をいかに設計・調整するかがアーキテクチャの基
本的な論点となる。製品アーキテクチャの選択は、サプライチェーン構造に加
えて、企業、市場、製品の特性に影響を受ける一方で (Ülkü & Schmidt, 2011)、
R&D 機能（具体的には製品変化の難易度、内部と外部の開発資源、特定の製品
性能の達成、開発過程の組織化と管理）などに重要な影響を与えている。
2.2 ビジネス・アーキテクチャ
　「ビジネス・アーキテクチャ」という単語は戦略論に関連する諸文脈で用いら
れており、その意味することも多様化している。また、「エンタープライズ・ビ
ジネス・アーキテクチャ」(Whittle and Myrick, 2016) など、関連する広義の概
念もいくつか存在するが、本稿ではあくまで従来の製品アーキテクチャ論から派
生した狭義の解釈で当該概念を扱う。すなわち、「物」に限らずビジネス・プロ
セスを一つのシステムとして捉える考え方である（藤本他 ,2001）。ここではビ
ジネス・システムの性質は活動要素間の相互作用のパターンによって規定され、
モジュラー化 / 統合化、オープン化 / クローズ化という 2 つの視点でサブ・シス
テムが分類される。
　ビジネス・アーキテクチャにおけるモジュラー化とは、ビジネス・システムを
構成する要素間の相互関係に見られる濃淡を認識して、相対的に相互関係を無視
できる部分をルール化されたインターフェイスで連結しようとする戦略である。
その結果、システムは相対的に独立な構成要素群（モジュール）の集合体として
認識されることになる (Baldwin & Clark, 2000)。これに対して統合化とは、逆
に要素間の複雑な相互関係を積極的に受容して、自由な相互調整にゆだねる戦略
である。その結果システムは、構成要素が複雑に関連したものとして認識される。
　一方で、オープン化 / クローズ化はその名のとおり、システムの性質に関する
社会的コンセンサスの程度を示す。オープン化とはシステムに関わる情報が共有、
公開される動きで、結果的に多くの人がシステムに参入できるようになるが、ク
ローズ化は逆にそうした動きを制限する方向性を指す。すなわち外部コンポーネ
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ントによるシステム・インターフェイスの乗っかりやすさを表している。
　以上のことから、製品やビジネスの相互依存パターンとして、オープン / モジュ
ラー、オープン / インテグラル、クローズ / モジュラー、クローズ / インテグラ
ルの 4 パターンが存在する。これら活動要素間の相互依存活動パターンを調整
可能なものとみなすことで、ビジネス・プロセスの中で設計、生産・販売などの
各機能システム別にアーキテクチャが示され、ビジネスの構造およびビジネス・
モデルが形成される。藤本ら (2001) によれば、ビジネスの構造とはビジネス・
プロセスの中のどこで付加価値が生み出されているのかという、価値創造活動の
配分パターンである。無論、実際のアーキテクチャではひとつのシステムに相互
依存パターンが何層も含有されている。例えばパソコンのマウスの場合、それ自
体はモジュラー的な部品であり、素人であったとしても異なるメーカーのパソコ
ンに差し込むことができる（＝インターフェイスである USB 差し込み口がルー
ル化されている）が、マウス内部の構造はインテグラル的であり、メーカーごと
に内部部品の依存関係や接触面のルールは異なる。
３．アーキテクチャ論とその有効性
　アーキテクチャ論が顧客共創型ビジネスの分析フレームワークとして有効であ
る理由は大きく分けて 2 つ存在する。まず、企業が組織外から生まれる顧客価
値をマネジメントする手段として、それらメンバー間のインターフェイスの調整
が主に挙げられるからである（蒋，2018b）。次に、企業外メンバーの価値創出
に関わる多くのプラットフォーム・ビジネスを考察する際、プラットフォームで
ある企業側とコンポーネントであるユーザー・コミュニティ側を切り分けて考え
ることができる点である。上記で述べたようにオンライン・コミュニティの概念
は価値創出プロセスにおいて要となるが、そのコミュニティをアーキテクチャ内
のコンポーネントとすることによって、コミュニティ内およびコミュニティ間の
構造が可視化される。
　ただし、既存のビジネス・アーキテクチャ論の枠組みにおいて、企業が直接コ
ントロールできない顧客やユーザーといった「組織外メンバー」に対する扱いは
曖昧さを含んでいる。藤本ら (2001:32) で示されたように、ビジネスの構造へと
至るまでのビジネス・アーキテクチャは企業の組織アーキテクチャを前提として
いるためである。本研究ではこの点に対する補完として、ビジネス・エコシステ
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ムの考え方を援用することが有用であると考える。
3.1 ビジネス・エコシステム
　ビジネス・エコシステムの概念は、「顧客」を含めたビジネスに影響を及ぼ
す要素全体を俯瞰的に見るためのスコープとして提唱された。一般的にエコシ
ステムという言葉は IT 業界を中心にした実務界で先行して使用され、関連研
究も主に IT 産業を事例として行われているケースが多かった (Prahalad and 
Ramaswasmy, 2004)。学術的には、当該概念は元々 Moore(1993) によって伝統
的な産業の枠組みを超えた産業の境界における競争の様子をあらわすメタファー
として用いられた。Iansiti and Levien(2004) はビジネス・エコシステムの特徴
として ①「多くの主体が大規模に “ 緩やか ” に結びついたネットワークから形
成されている」, ②「各企業の健康とパフォーマンスはエコシステム全体の健康
とパフォーマンスに依存する」, ③「種（企業）は自分たちの内部能力と残りの
エコシステムとの複雑なインタラクションに同時に影響される」を挙げている。
椙山・高尾 (2011) によれば、直接 / 間接的に相互補完し合う価値の創造や実現
のためのプレイヤーの集合をエコシステムと呼ぶことができる。エコシステムの
境界は不変ではなく、そこに含まれるプレイヤーの顔ぶれはつねに変動しうる。
3.2 エコシステム・パースペクティブとアーキテクチャ論
　製品アーキテクチャでは、人工物の複雑性を踏まえた機能およびそれを可能に
するための構造の設計に焦点が当てられ (Ulrich, 1995)、製品の機能が実現する
ことによって顧客に提供される製品の価値は与件とされがちである。一方、そう
した人工物の提供をきっかけとしてもたらされうる価値創造に改めて注目して、
それを提供する価値システムの構想との関係を把握しようというのがエコシステ
ム・パースペクティブである。よって、製品アーキテクチャ論とエコシステム・パー
スペクティブは補完的な関係にあるといえる（椙山・高尾，2011）。
　エコシステムでは、エージェント間の相互依存性／相互連結性 (Iansiti and 
Levien, 2004) といったプレイヤー関係がシステム全体にもたらす影響に着目
する。例えば補完財提供者との関係は、製品／サービスの価値に大きな影響を
及ぼす (Adner and Kapoor, 2010)。そうした製品やサービスの生み出す価値
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についての注目は、主要なエコシステム研究の基軸となっている。Iansiti and 
Levien(2004) では、キーストーンの有効な戦略の要素として価値の共有に加え
て価値の創造が挙げられおり、また Moore(1993;1996) でもエコシステムの誕
生期において、企業家が新しく提案する製品やサービスの価値を定義することに
焦点が当てられている。したがって、エコシステムへの注目は価値産出に関する
パラダイム変化そのものであり、エコシステム・パースペクティブは価値創造を
より俯瞰的かつ全面的な視点で考察することを目指している。それは先に指摘し
たような顧客との価値の共創 (Prahalad and Ramaswasmy, 2004) といった形で
具体的に議論されているが、価値が単一の製品やサービスが提供する機能によっ
て完全に規定されるものではなく、補完財をはじめとするさまざまな相互連結に
よって大きく変化しうることが強調されている。
　ここでの相互連結とは、アーキテクチャ論で言う「ビジネスの構造」よりさら
に広範囲のものであり、それらが価値創出に与える影響を考慮するという視点は、
アーキテクチャ論への示唆ともなり得る。
　上記のように顧客との関係に注目することで、エコシステムによるアーキテク
チャ論の適用範囲の拡大が可能となる。Moore(1993) は、顧客とサプライヤー
との協力による新しい価値創出がエコシステムを生成する上で重要であると指摘
している。Prahalad and Ramaswasmy(2004) による企業と顧客との共創経験モ
デルのように、ユーザー・コミュニティが何らかの形で商品開発に関与し、価値
創造プロセスへ参加することは、顧客自身をエコシステムの主要なエージェント
に位置づけるということである。顧客コミュニティによる直接的ないし間接的な
価値創造はビジネス・エコシステムに内包されており、それは先行研究が指し示
すようにアーキテクチャ論への補完的な部分である。
４.「顧客」のアーキテクチャ
4.1 顧客アーキテクチャの考え方
　顧客等の企業外メンバーを含んだ概念を既存のビジネス・アーキテクチャの考
え方の補完として検討するならば、それを主体としたアーキテクチャとインター
フェイスのフレームワークを構築することが前提となる。本稿ではそのような
アーキテクチャのフレームワークを便宜上「顧客アーキテクチャ」と名付ける。
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ここでの「顧客」とは、企業の製品やサービスへ代価を支払う存在だけでなく、
金銭のやり取りが直接的に生じない「ユーザー」や企業のプロジェクトへの企業
外からの「参加者」等、企業組織外メンバー全体を含む広義の「顧客」として提
示される。
　仮にユーザーやピア・プロダクション的参加者、あるいは企業外メンバーによ
るコミュニティをコンポーネントと見なした場合、企業が直接的に提供ないしコ
ントロールするのはそのようなコンポーネント間のインターフェイス部分に他な
らない。このようなアーキテクチャによって生み出された価値は、既存の組織内
におけるバリュー・チェーン上には存在せず、企業の組織アーキテクチャに依存
しない。
図 1 顧客群を含んだビジネス・アーキテクチャ
　　　
 藤本他 (2001:32) をベースとして筆者が加筆修正
　図 1 で示されるように、顧客群のアーキテクチャは顧客価値の創出を行うと
いう意味で、ビジネスのプロセス上に存在する。コンポーネントとなる企業外メ
ンバーやコミュニティは顧客価値を享受する側でありながら、付加価値の源泉と
しても機能し、企業組織は直接的に当該コンポーネントをコントロールすること
ができない。
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4.2 顧客アーキテクチャのインターフェイス
　顧客アーキテクチャのインターフェイスは 2 通り考えられる。製品／サービ
スとユーザーを結ぶ境界を指す「顧客の」インターフェイス、そして顧客と顧客
を結ぶ「顧客間」インターフェイスである。
　ユーザーが何かしらのプラットフォームを利用するとき、そのコミュニケー
ションはインターフェイスに従って行われる。例えばユーザーがメールサービス
を使ってメールを送信する場合、メールの内容は個別に作成するが、文字のフォ
ントやサイズ、行間や色合い、タイトルの位置などはメールサービスのルール（イ
ンターフェイス）に依存する。本稿では、顧客アーキテクチャというフレームワー
クの意義をこのインターフェイスの定義と設計に求める。既存のアーキテクチャ
論と同様に、インターフェイスの 2 つの軸のルール設計を通して、コンポーネ
ントとなる企業外メンバーやそのコミュニティの価値創造をマネジメントできる
と考える。
(1) 顧客間インターフェイスにおけるモジュラー／インテグラル軸
　一般的なアーキテクチャ・インターフェイス同様、モジュラー／インテグラル
軸は活動要素（人／コミュニティ）の相互作用ルールの複雑さを表す。人と人の
コミュニケーションは一般的に、「選択肢」より「文字入力」、「文字入力」より「音
声」、「音声」より映像、映像よりも対面対話のほうが情報量とルール化の複雑性
が増す。これをインテグラル的と定義できる。顧客インターフェイスが単純であ
ればあるほど、相互作用（＝コミュニケーション）にかかるコストは減少しやす
い傾向にあるが、情報の伝達量も減少するため、一種の顧客価値のトレードオフ
とみなすことができる。一方で、携帯電話がポケベルを駆逐したように、より少
ない手間で同等以上の情報伝達が可能な場合、古い顧客間インターフェイスは衰
退していく可能性がある。
　プラットフォーム側から見たとき、モジュラー型顧客間インターフェイスの特
徴として、ルール化された中で簡潔な相互作用を行っているため、違う中身のコ
ンポーネント（顧客やコミュニティ）に入れ替わっても価値創出の方式がくずれ
にくいという利点がある ( 図 2)。一方で、インテグラル・インターフェイスを通
して複雑なやり取りを行う形式の価値創出では、いずれかのキー・コンポーネン
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ト（＝コミュニティ内のキーパーソン）が欠けることで価値創出チェーン全体に
大きく影響する。ここではコミュニティにおけるリーダー的存在が全てのコミュ
ニケーションの中心人物として機能しており、蒋（2018b）で提示された一部動
画共有サイトなどにおいても体現されている（図 4）。
(2) オープン / クローズ軸
　次に顧客間インターフェイスの場合、一般的なアーキテクチャ・インターフェ
イス同様、オープン／クローズ軸はプラットフォームが提供するユーザー間の相
互作用ルール（＝相互作用可能の範囲）がどれだけ開かれているかを示す指標と
なる。顧客間インターフェイスの場合は活動要素の単位が顧客ないしコミュニ
ティであるため、その顧客／コミュニティが特定プラットフォームを介したルー
ルに則った上で、相互作用可能な範囲の広さが上記プラットフォームのオープン
／クローズ軸の度合いと考えられる（図 3）。
　例えばメールサービスの場合、特定企業内のみを対象とした限定的な社内メー
ルサービスは、ユーザー間、コミュニティ間のインターフェイスが極めて閉鎖的
であり、クローズな顧客アーキテクチャとなる。逆に、特定地域や国を限定せず、
誰でもインターフェイス・ルールに適用できるサービスは、オープンなインター
フェイスである。
　ユーザー間インターフェイスは、モジュラーであればあるほど広いコミュニ
ティ（オープン）の構築と親和性が高いが、逆にインテグラルであればあるほど
繋がりの強い相互作用を促進し、狭く（クローズ）堅牢なコミュニティを作るこ
とができる。これは一般的なアーキテクチャ論と同様に、モジュラーであればオー
プン、インテグラルであれば相対的にクローズと相性が良いとみなすことができ
る。（図４）
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図 2 顧客間インターフェイスにおけるモジュラー／インテグラル
　　　　　
 出所：筆者作成
図 3　顧客間インターフェイスにおけるオープン／クローズ
　　　　　
 出所：筆者作成
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図 4　実際のコミュニティにおける顧客アーキテクチャ
　　　　　
 出所：一部蒋 (2018b) を参考に筆者作成
５．むすび　
　本稿では ICT の発展に伴って生じた「顧客共創型ビジネス」を分析するフレー
ムワークとして、ビジネス・アーキテクチャ論を広義の顧客の視点から再検討し
た。オンライン上に散らばるコミュニティによるナレッジ・コラボレーションで
は、特に「場」のデザインが重要であり、今後多くの研究の蓄積が求められてい
る ( 濱崎 , 2011）。この点を踏まえた上で、本研究の学術的貢献は主に 2 つ挙げ
られる。
　1 つ目に、顧客アーキテクチャというフレームワークから「場」の分析に関す
るアプローチを提示したことである。企業組織の外に存在するコミュニティは
今や価値創造プロセスにおけるキー・コンポーネントであり、組織内バリュー・
チェーンとの組み合わせを調整することによって、プラットフォーム間の多様化
が促進される。
　2つ目は先行研究（藤本他,2001; 蒋 , 2018b）への補完である。本稿では顧客（コ
ミュニティ）間の相互依存パターンを、インターフェイスの調整による視点から
4 つに分類した。ユーザー・コミュニティのデザインに関する経営学的知見の蓄
積は現状十分とは言えず、今回提示した分類は、異なるタイプのプラットフォー
ムが構築するコミュニティに対して、比較分析を行う上で有用となる。
　顧客共創型ビジネスに限らず、オンライン・プラットフォーム上に集うコミュ
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ニティに関する経営学的研究は萌芽的な段階にとどまっている。今後マネジメン
トに関する実践的示唆を蓄積するためには、新旧の区分に限らず、様々な理論的
枠組みによる考察が重要となる。
注
1) このような現象はピア・プロダクションやマス・コラボレーションの他に、ユー
ザ ・ーイノベーション、UGC(User generated content)、フリ ・ーイノベーション，
協調的創造活動など，関連する様々な呼称が存在する。本稿では便宜上「顧客共
創型ビジネス」と呼称する。
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